
1　指定管理者　　　石巻地方労働者福祉協議会

2　指定管理料　　　2,754,000円

3　指定期間　　　　平成18年4月1日～平成23年3月31日

※「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」充当事業

下水道接続工事 円

　会館の運営により、労働者とその団体及び労働関係者の福祉の増進が図られた。

197,605 2,556,3956,154,000 6,114,000 3,360,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

成果に係る評価

　震災により、労働関係者を取り巻く環境は大きく変化していることから、今後も利用促進を図ること
により、労働関係者の福祉増進に配慮する必要がある。

224件 3,017人 1,826人 972人 219人

成　　　　果

取　組　実　績

　年間利用状況

利用件数 利用者数
労働者 一般 その他

3,360,000

事　業　名 労働会館運営事業〔きめ細臨時〕

目的及び事業内容

　労働会館の運営により、労働者とその団体及び労働関係者の福祉の増進を図る。

小　事　業 労働会館管理費、労働会館管理費（緊急経済対策分）

目 労働福祉費 ( 1 )

予
算
科
目

第 3 章

1

款 地域資源を活かして元気産業を創造するまち

いきいきと働ける就業環境を創出する

5 労働費
基
本
計
画

多様なニーズに対応した就業支援を推進する

1 項 労働福祉費 第 2 節
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1　シルバー人材センター運営費補助金　23,750,000円

2　シルバー人材センター事業

　(1)　高年齢者の福祉の増進と生きがい対策として、臨時的かつ短期的な業務のあっせん

　　 （あっせん業務：技術、技能、事務、管理、折衝外交、一般作業、サービス）

　(2)　高年齢者の就業機会確保のための一般労働者派遣事業の実施

　下記のとおり、会員に対し就業機会を創出することにより、高年齢者の生きがい対策、地域社会への
貢献が図られた。

その他 一般財源

23,750,000 23,750,000 23,750,000

計

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

224,175,547円

成果に係る評価

　高齢化が進展し、団塊世代の65歳到達をひかえる中、シルバー人材センターは、高年齢者の生きがい
対策等の役割を担っていることから、今後も新規会員の獲得に努めるとともに、地域事業者との棲み分
けを図りながら安定した経営を図っていく必要がある。

47人

5,022件 15,408人 39,761人

341人

345人 1,412,426円

そ の 他 － － － －

サービス 18件

331人

1,301,739円

一般作業 2,660件 9,266人 24,720人 126,028,517円

折衝外交 11件 32人

1,622,696円

1,069,733円

管　理 45件 653人 4,108人 16,688,880円

事　務 71件 96人

2,212件 5,270人 9,565人

5件 44人 351人

76,051,556円

成　　　　果

区分 受託
件数

就業延
実人員

就業延
人員

契約金額
職群

技　術

技　能

取　組　実　績

事　業　名 高年齢者就業支援事業

目的及び事業内容

  （社）石巻市シルバー人材センターの運営を支援することにより、高年齢者の就業機会の確保と生き
がいの創出、地域社会への貢献を図る。

小　事　業 労働者対策費

目 労働福祉費 ( 1 )

予
算
科
目

第 3 章

1

款 地域資源を活かして元気産業を創造するまち

いきいきと働ける就業環境を創出する

5 労働費
基
本
計
画

多様なニーズに対応した就業支援を推進する

1 項 労働福祉費 第 2 節
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・祝金、見舞金等給付実績 件

・人間ドック利用補助 件

・スポーツ大会等参加人数 人

・ツアー等への参加人数 人

・催事への参加人数 人

いきいきと働ける就業環境を創出する

5 労働費
基
本
計
画

就業環境の改善を図る

1 項 労働福祉費 第 2 節

小　事　業 労働者対策費

目 労働福祉費 ( 2 )

予
算
科
目

第 3 章

1

款 地域資源を活かして元気産業を創造するまち

事　業　名 中小企業勤労者総合福祉事業

目的及び事業内容

  大企業との福利厚生の格差是正を目的に、中小企業が単独では実施できない労働福祉事業の共同化を
図り勤労者の総合的な福祉事業を行っている（財）石巻地区勤労者福祉サービスセンターの運営を支援
することにより、勤労者の福祉の向上と中小企業の振興を図る。

取　組　実　績

1　(財）石巻地区勤労者福祉サービスセンター運営費補助金　  25,869,000円

2　勤労者福祉サービスセンター事業

　(1)　在職中の生活安定に係る事業（共済給付事業・生活資金融資あっせん）の実施

　(2)　健康の維持増進に係る事業（健康管理、スポーツ大会、体育施設利用）の実施

　(3)　自己啓発及び余暇活動に係る事業（カルチャースクール入会助成等、ツアー・催事の開催)の実施

成　　　　果

1　在職中の生活安定に係る事業として共済給付事業（結婚・出産・入学祝金、見舞金等の給付）を実
 施することにより、会員の冠婚葬祭時の相互扶助が図られた。主な事業の実績は次のとおり。

730

2　健康の維持増進に係る事業として、健康管理事業（人間ドック利用補助）や、スポーツ大会等の事
 業を実施することにより、会員の健康増進が図られた。主な事業の実績は次のとおり。

36

205

3　自己啓発及び余暇活動に係る事業として、カルチャースクールへの入会助成等の実施やツアー・催
 事を開催することにより、会員の自己啓発と余暇活動の充実が図られた。
 主な事業の実績は次のとおり。

353

860

　以下の事業の実施により、中小企業勤労者である会員の福利厚生の充実と中小企業の振興が図られた。

成果に係る評価

　国庫補助金交付最終年度となるが、生活安定や健康維持に関する事業については前年度並みの実績を
維持しながら、ツアーや催事等の事業は内容を見直すなど、次年度以降の自立化に向けて対策が講じら
れた。
　震災により業務の縮小を余儀なくされているが、経営の自立性を高め、安定した事業運営について改
めて検討することが必要である。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

25,869,000 25,869,000 11,690,000 2,679,000 11,500,000
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　勤労者向け生活安定資金の融資あっせん事業の実施

　　市内中小企業従業員に対する低利での教育資金、生活資金の融資

　　・貸付限度額：200万円

　　・貸付期間：一般生活資金・7年以内、教育資金・10年以内（5年以内の据置期間を含む） 

　　・貸付利率：一般生活資金・年2.50％、教育資金・年1.85％

平成22年度融資実績 件数

　（新規融資分） 金額

いきいきと働ける就業環境を創出する

5 労働費
基
本
計
画

就業環境の改善を図る

1 項 労働福祉費 第 2 節

小　事　業 労働者対策費

目 労働福祉費 ( 2 )

予
算
科
目

第 3 章

1

款 地域資源を活かして元気産業を創造するまち

事　業　名 勤労者生活安定資金融資あっせん事業

目的及び事業内容

  生活安定のための資金を必要とする中小企業勤労者に対し、低金利で融資を行い、大企業との福利厚
生面での格差是正を図る。

取　組　実　績

成　　　　果

　市内中小企業従業員に対する低利での融資により、福利厚生の向上が図られた。

5件

7,300,000円

成果に係る評価

　震災により多くの中小企業が被災していることから、災害関連の有利な融資制度など情報提供に努
め、中小企業勤労者の福利厚生の向上を図る必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

10,000,00010,000,000 10,000,000

その他 一般財源国(県)支出金 地方債
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1　指定管理者　　　（財）石巻地区勤労者福祉サービスセンター

2　指定管理料　　　16,778,000円

3　指定期間　　　　平成19年4月1日～平成23年3月31日

 サークル数： 34 団体

 開館日数： 日

 １日平均利用者数： 人

余暇の有意義な活用と豊かな社会性を身につける事業や就業支援事業を重点的に実施したことによ
り、勤労者の育成と福祉の増進が図られた。

1 目 労働福祉費 ( 2 )

基
本
計
画

取　組　実　績

就業環境の改善を図る

小　事　業 勤労者余暇活用センター運営費

地域資源を活かして元気産業を創造するまち

1 項 労働福祉費 第 2 節 いきいきと働ける就業環境を創出する

5 款 労働費

事　業　名 勤労者余暇活用センター運営事業

目的及び事業内容

　勤労者の有意義な余暇活動を通じて、豊かな社会性を身につけることや就業の支援を目的とした各種
教養講座やサークル活動を実施することにより、勤労者の育成と福祉の増進を図る。

予
算
科
目

第 3 章

成　　　　果

　事業実施状況（教養講座等の開催状況）

講座数 開催延回数 参加者延人数 事業内容

29回 46回

成果に係る評価

　利用実績はほぼ前年度並みを維持しており、勤労者の余暇の有効活用に寄与したが、震災により建物
の利用が困難となっているため、今後、勤労者の余暇活用に対する支援のあり方を検討することが必要
である。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

16,778,000 16,778,000 16,778,000

519人 就職支援・余暇活用支援・サークル共催事業

　施設利用者数

利用目的 利用件数 利用延人数 備考

サークル活動 694件 4,967人

会議・研修等 127件 2,467人

計 821件 7,434人
26.1

285
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雇用状況

障害者雇用・就労アシスタント事業 障害福祉課

外国人漁業研修生受入支援事業 水産課

観光物産アンテナショップ運営事業 商工観光課

地場産品普及拡大事業 商工観光課

ニューツーリズム創出・受入体制構築事業 商工観光課

雄勝石産業活性化事業 雄勝総合支所

取　組　実　績

1 項 労働福祉費

　石巻市の主要産業である水産業の振興、観光振興・地場産品の普及拡大等を図る事業に加え、障害者
雇用促進のための事業を実施することにより、新たな雇用を創出している。

ふるさと雇用再生特別基金事業費

2

地域資源を活かして元気産業を創造するまち

いきいきと働ける就業環境を創出する

第 3 章

多様なニーズに対応した就業支援を推進する( 1 )

事　業　名 ふるさと雇用再生特別基金事業

目的及び事業内容

　雇用情勢が厳しい地域において、地域の実情や創意工夫に基づき、地域求職者等を雇い入れて行う雇
用機会を創出する取組を支援するため、国が都道府県に交付金を交付、その交付金を基に都道府県が基
金を造成し、地域における雇用機会の創出を図る。

小　事　業

目

予
算
科
目

第 2 節

5 労働費
基
本
計
画

款

ふるさと雇用再生特別基金事
業費

雇用者数

　上記事業の実施により、地域における雇用機会の創出が図られた。

1人 

3人 2人 

7人 

担当課

3人 2人 

5人 

1人 1人 

事業名
うち新規
雇用者数

1人 

成果に係る評価

　大震災の影響により一部事業の継続が困難となったが、当初の事業目的である産業の振興と雇用の促
進、障害者の雇用促進がそれぞれ図られた。

2人 2人 

計 17人 13人 

成　　　　果

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

国(県)支出金 地方債 その他

決算額の財源内訳

一般財源

43,195,000 39,585,452 39,585,452
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◆非常勤職員配置状況

　総務部

　企画部

　生活環境部

　保健福祉部

　産業部

　建設部

　教育委員会

多様なニーズに対応した就業支援を推進する

地域資源を活かして元気産業を創造するまち

1 項 労働福祉費 第 2 節

3 目 緊急雇用創出事業費 ( 1 )

予
算
科
目

第 3 章

取　組　実　績

いきいきと働ける就業環境を創出する

5 款 労働費
基
本
計
画

小　事　業 緊急雇用創出事業費

緊急雇用対策事業（ワークシェアリング）

1人 

　本人又は家族（保護者）が石巻市内に住所を有する新規高卒者で就職が決定または内定していない方
の中から14名を非常勤職員として採用した。

目的及び事業内容

　景気低迷の長期化により新規学卒者の求人が減少し就職状況が厳しいことから、新規学卒者への雇用
対策として、高等学校を卒業する見込みの就職希望者に就業の場を提供し、社会人・職業人としての意
識やマナー等の知識を習得させ、就職促進を図る。

事　業　名

2人 

3人 

2人 

配置部署名

計 14人 

成　　　　果

　新規高卒者に就業の場を提供し、社会人・職業人としての意識やマナー等の知識を習得させることが
でき、就職の促進が図られた。

1人 

2人 

3人 

人数

成果に係る評価

　行政事務に携わることを通じて、社会人・職業人としての職業意識及び事務能力の向上を図るべく職
場内での指導・研修に努めたが、更に就業意欲の向上を図り、就職を促進する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

18,714,325 18,713,061 18,713,061
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　緊急雇用創出事業の実施による失業者の雇用

　失業者を市が直接雇用、あるいは委託事業を実施することにより、就業機会を創出した。

　緊急雇用対策として失業者を臨時的に雇用することにより、雇用機会の創出が図られた。

雇用状況

街路灯点検業務 9人 7人

石巻地域製造業実態調査事業 2人 2人

橋りょう点検業務 15人 

歩道清掃業務 13人 8人

文化財標柱・説明板等現状調査事業 5人 5人

中心市街地活性化管理運営事業 4人 

2人 2人 水産課

歴史文化資料展示施設整備対策室

4人

5人

3人

固定資産税基礎資料整備事業 6人 6人

市有林森林整備事業 7人 5人

観光ルート周辺環境整備事業 6人 5人

空き店舗調査事業

地方債 その他 一般財源

191,828,675 183,047,458 181,547,208 1,500,250

成果に係る評価

　景気低迷の長期化による厳しい雇用情勢が続くなかで、当初の事業目的である「次の雇用までの短期
的な就業の機会」の提供が図られた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

133人

下水道水洗化普及事業 1人 1人 下水道課

3人 人事課

建築基準法指定道路調査整備事業 28人 23人 建築指導課

1人 総務課

住民バス乗降調査事業 6人 5人 総合政策課

所得税・市県民税等申告事業 3人 3人
税務課

4人

毛利コレクション調査事業 7人 7人

橋本氏資料整理事業 6人 6人
図書館

図書館分館蔵書データ整備事業 4人 

都市公園等維持管理事業 6人 6人
都市計画課

都市公園等除草業務委託事業 16人 11人

取　組　実　績

成　　　　果

事業名 雇用者数

保管・保存文書整理事業 1人 

障がい者雇用創出事業 3人 

計 165人 

うち新規雇用者数 担当課

公道・公共施設維持管理業務 11人 11人

道路課

農林課

商工観光課
4人 

救命胴衣着用推進事業

事　業　名 緊急雇用創出事業

目的及び事業内容

　経営状況の悪化に伴う企業の雇用調整等により、離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等
の失業者の生活安定を図る必要があることから、緊急雇用対策として失業者を臨時的に雇用することに
より就業の場を提供し、雇用機会の創出を図る。

小　事　業 緊急雇用創出事業費

目 緊急雇用創出事業費 ( 1 )

予
算
科
目

第 3 章

3

款 地域資源を活かして元気産業を創造するまち

いきいきと働ける就業環境を創出する

5 労働費
基
本
計
画

多様なニーズに対応した就業支援を推進する

1 項 労働福祉費 第 2 節
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雇用状況

ごみ集積所台帳整備事業 環境課

空き店舗調査事業 商工観光課

観光ＰＲキャラクター活用事業 商工観光課

公共物等実態調査事業 道路課

地方債

6人 5人 

3人 3人 

国(県)支出金

23人 

1,500,250

成果に係る評価

　雇用失業情勢が厳しいなかで、成長が期待されている各分野の事業の実施により、失業者に対する短
期の就業機会の提供が図られた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

26,175,885 24,675,635

担当課

7人 5人 

26,355,000

その他

7人 5人 

決算額の財源内訳

計

一般財源

うち新規
雇用者数

18人 

　成長が期待されている各分野の事業の実施により、失業者に対する新たな雇用機会の創出が図られた。

目 重点分野雇用創出事業費 ( 1 )

成　　　　果

事業名 雇用者数

小　事　業

第 3 章

重点分野雇用創出事業費

多様なニーズに対応した就業支援を推進する

取　組　実　績

　地域の雇用失業情勢が厳しい中で、介護、医療、農林、環境等成長が期待されている分野における事
業の実施により、失業者に対する新たな雇用機会の創出を図る。

　重点分野雇用創出事業の実施による失業者の雇用
　市が委託事業を実施することにより、失業者の就業機会を創出した。

目的及び事業内容

4

事　業　名 重点分野雇用創出事業

基
本
計
画

款 地域資源を活かして元気産業を創造するまち5 労働費
予
算
科
目

1 項 労働福祉費 第 2 節 いきいきと働ける就業環境を創出する
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雇用状況

介護人材養成事業 介護保険課

市民活動支援人材養成事業 市民協働推進課

第 3 章

多様なニーズに対応した就業支援を推進する

1 項 労働福祉費 第 2 節 いきいきと働ける就業環境を創出する

5 労働費款 地域資源を活かして元気産業を創造するまち

小　事　業 地域人材育成事業費

目 地域人材育成事業費 ( 1 )

予
算
科
目

取　組　実　績

5

事　業　名 地域人材育成事業

目的及び事業内容

　地域の雇用失業情勢が厳しい中で、介護、医療、農林、環境等成長が期待されている分野における新
たな雇用機会を創出するとともに、地域ニーズに応じた人材を育成し雇用に結びつけるもの。

基
本
計
画

　地域人材育成事業の実施による失業者の雇用
　市が委託事業を実施することにより、失業者の就業機会を創出した。

成　　　　果

事業名

15人 

2人 

雇用者数
うち新規
雇用者数

　成長が期待されている分野における事業の実施により、地域ニーズに応じた人材の育成と新たな雇用
機会の創出が図られた。

1人 

担当課

14人 14人 

成果に係る評価

　資格をとりながら就労する事業等の実施により、地域での就業機会を増やし、人材育成が図られた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

国(県)支出金

42,456,000 20,712,544 20,712,544

一般財源地方債 その他

決算額の財源内訳

計 16人 
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